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証券コード：9055

株主総会ご出席の株主様へのお土産のご
提供はございません。
また、株主総会終了後の株主懇談会も開催
いたしません。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上
げます。

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、株主総会当日のご来場をお控えい
ただき、書面またはインターネット等
による事前の議決権行使をお願い申し
上げます。

お願い
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証券コード9055
2022年６月１日

株 主 各 位
神奈川県横浜市港北区新羽町1756番地
株式会社 ア ル プ ス 物 流
代表取締役社長執行役員 臼 居 賢

第58回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第58回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し

上げます。
本株主総会につきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、株主

の皆様におかれましては、極力株主総会当日のご来場をお控えいただき、書面また
はインターネット等による事前の議決権行使をお願い申し上げます。
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、2022年６月21

日（火曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上
げます。

敬 具
記

1. 日 時 2022年６月22日（水曜日）午前10時
2. 場 所 神奈川県横浜市港北区新横浜３丁目４番地

新横浜プリンスホテル ３階「ファンタジア」
会場内は、座席間隔を十分にとった配置とさせていただきます。状況によ
りましては、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございます。
予めご了承のほど、よろしくお願い申し上げます。

3. 目 的 事 項
報告事項 1.第58期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査等委員会の連結
計算書類監査結果報告の件
2.第58期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

4. 招集にあたっての決定事項
３頁～４頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

以 上
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【新型コロナウイルス感染拡大防止に関するお願い】
・本招集ご通知発送後の状況変化に応じて、新型コロナウイルス感染防止対応については随時更新してまいりま
すので、下記当社ウェブサイトをご確認くださいますよう、お願い申し上げます。
https://www.alps-logistics.com/
・ご来場の株主様には、会場受付付近に配備いたしますアルコール消毒液による手指のアルコール消毒、及びマ
スク持参・着用をお願い申し上げます。ご協力いただけない場合には、入場をお断りし、お帰りいただく場合
がございます。
・会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方は、入場をお断り
し、お帰りいただく場合がございます。
・役員及び株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていただきま
す。
・新型コロナウイルス感染拡大防止による各対応のため、受付前でお待たせする可能性がありますので、予めご
了承ください。
・本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短縮する観点から、議場における報告
事項（監査報告を含みます）及び議案の詳細な説明は省略させていただきます。株主様におかれましては、事
前に招集通知にお目通しいただけますようお願い申し上げます。

【総会当日ご出席の株主の皆様へ】
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の「議決権行使書用紙」を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。
・株主様ではない代理人及びご同伴の方、お子様など、株主様以外の方は株主総会にご出席いただけませんの
で、ご注意願います。
・ご用意できる席数が昨年同様に減少するため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございますの
で、予めご了承のほど、お願い申し上げます。
・株主の皆様におかれましては、当日ご来場いただく場合でも、運営・対応方法に変更の可能性がありますので
事前に、当社のウェブサイトを必ずご確認くださいますようお願い申し上げます。

【インターネット開示についてのご案内】
本定時株主総会招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書類の連結注
記表」、「株主資本等変動計算書」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第14条
の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.alps-logistics.com/）に掲載してお
りますので、本招集ご通知には記載しておりません。したがいまして、本招集ご通知の添付書類は、監査報告
を作成するのに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした対象の一部です。
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【議決権行使についてのご案内】
株主総会参考書類（５頁～13頁）をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
本年につきましては、B（郵送による議決権行使）またはC（インターネットによる議決権行使）の方法を
強くお願い申し上げます。

郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内
容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
また、インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効と
させていただきます。パソコン、スマートフォンで重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された
内容を有効とさせていただきます。
なお、当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きは
いずれも不要です。
また、議決権を有する他の株主様１名を代理人として株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、

代理権を証明する書面のご提出が必要となります。

株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の
事項をインターネット上の当社ウェブサイト ( https://www.alps-logistics.com/ ) に掲載いたしま
すのでご了承ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否を表示のうえ、2022年
６月21日（火曜日）午後５時30分
までに到着するようご返送くださ
い。

同封の議決権行使書用紙を会場受
付にご提出ください。
また、第58回定時株主総会招集
ご通知（本書）をご持参ください。

当社の指定する議決権行使ウェブサ
イト(https://evote.tr.mufg.jp/)
にアクセスしていただき、2022年
６月21日（火曜日）午後５時30分
までにご行使ください。
詳しくは、次頁をご覧ください。

株主総会への出席による
議決権行使 郵送による議決権行使 インターネットによる

議決権行使A B C
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インターネットによる議決権行使のご案内

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パス
ワード」を入力しクリック。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

見本
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様への利益還元を重要な政策と位置付けており、安定的に配当を行うこ

とを第一に、その水準の向上に努めてまいります。配当の水準につきましては、①株主への
利益配分、②将来の成長に向けての投資、③内部留保のバランスを考慮して決定することと
しております。配当性向については概ね30％～40％の範囲になるよう株主還元の充実に努
めてまいります。
この方針のもと、当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じま

す。

（1）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金17円 総額 601,824,004円
なお、中間配当金として１株につき13円をお支払いしておりますので、当期の年間配
当金は１株につき30円となります。

（2）剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月23日（木曜日）

第２号議案 定款一部変更の件
１． 提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する
改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備える
ため、次のとおり当社定款を変更するものであります。
（1）変更案第14条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措
置をとる旨を定めるものであります。

（2）変更案第14条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範
囲を限定するための規定を設けるものであります。

（3）株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第14条）は
不要となるため、これを削除するものであります。

（4）上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。
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２． 変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。 （下線は変更部分）

現行定款 変更案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）
第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主
総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算
書類に記載または表示すべき事項に係る情報を、法
務省令に定めるところに従いインターネットを利用
する方法で開示することにより、株主に対して提供
したものとみなすことができる。

（削除）

（電子提供措置等）
（新設） 第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主

総会参考書類等の内容である情報について、電子提
供措置をとるものとする。
② 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務
省令で定めるものの全部または一部について、議決
権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交
付する書面に記載しないことができる。

（附則）
（新設） １．変更前定款第14条（株主総会参考書類等のイ

ンターネット開示とみなし提供）の削除および変更
後定款第14条（電子提供措置等）の新設は、2022
年９月１日から効力を生ずるものとする。
２．前項の規定にかかわらず、2023年２月末日ま
での日を株主総会の日とする株主総会については、
変更前定款第14条（株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供）はなお効力を有する。
３．本附則は、2023年３月１日または前項の株主
総会の日から３か月を経過した日のいずれか遅い日
後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案におい

て同じ。）全員（５名）は、任期満了となります。
取締役会の監督機能の強化、ガバナンスの向上を図るため取締役会構成員の過半数を独立

社外取締役とすることといたします。
つきましては、社外取締役でない取締役を２名減員し、取締役３名の選任をお願いいたし

たいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。なお、当社は14頁～15頁記載の「取締役選任

基準」に基づき各候補者を決定しております。各候補者はいずれもこの基準に合致し、当社
取締役としてふさわしい資質を備えているものと判断いたしました。
また、本議案につきましては、指名・報酬諮問委員会の諮問を受けた上で、監査等委員会

において検討がなされましたが、特段指摘すべき点はございませんでした。なお、本議案に
関する監査等委員会からの意見につきましては、９頁をご参照ください。

候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

再任
１

うす い まさる

臼 居 賢
1958年１月10日生

1981年４月 アルプス電気㈱（現アルプスアルパイン㈱）
入社

2006年６月 同 取締役
2006年７月 同 営業本部副本部長
2011年11月 同 アジア営業担当
2012年４月 同 営業本部副本部長
2013年６月 当社常務取締役営業担当
2014年６月 同 代表取締役社長
2020年６月 同 代表取締役社長執行役員（現任）

42,300株

（取締役候補者とした理由）
臼居賢氏は、これまで長年にわたり、国内外において電子部品の営業に携わり、当社の主要顧客が属
する電子部品業界に関する知見を有しております。2014年からは、当社代表取締役社長としてグロ
ーバルに物流ビジネスの拡大を推進し、成長のための基盤作りを進めるなど、その職責を果たしてお
ります。これらのことから、当社がグローバルな事業経営を推進し企業価値の向上を目指すにあた
り、業務執行を行う適切な人材と判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

再任
２

下
しも
廣
ひろ
克
かつ
彦
ひこ

1960年６月９日生

1986年４月 アルプス電気㈱（現アルプスアルパイン㈱）
入社

2003年10月 当社入社
2010年10月 同 理事中国副担当
2011年６月 同 取締役中国担当
2012年11月 同 取締役事業本部副本部長海外担当
2017年６月 同 常務取締役

同 経営企画担当、情報システム担当、
中国担当

2019年６月 同 管理本部長（現任）、
情報システム担当（現任）、中国地域担当

2020年６月 同 取締役常務執行役員
2021年６月 同 取締役専務執行役員（現任）

14,600株

（取締役候補者とした理由）
下廣克彦氏は、これまで主に海外事業に関する業務に従事し、現地法人の責任者としての経験も豊富
であり、海外ビジネスに対する知見を有しております。現在は取締役専務執行役員として管理本部
長、情報システム担当などを兼務し、ビジネスや事業基盤の構築に向け、その職責を果たしておりま
す。これらのことから、当社がグローバルな事業経営を推進し企業価値の向上を目指すにあたり、業
務執行を行う適切な人材と判断し、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。

再任
社外
独立
３

おお はし すすむ

大 橋 進
1951年１月５日生

1974年４月 長瀬産業㈱入社
1992年４月 アップルコンピュータ・ジャパン㈱入社
1996年６月 ボシュロム・ジャパン㈱入社
1999年９月 カートサーモン・アソシエイツ入社、

同 プリンシパル
2005年６月 エクセル・ジャパン㈱入社、同 取締役
2006年６月 バイエルメディカル㈱入社、同 取締役
2008年２月 ㈱ロジスティクス・コンセプト設立、

同 代表取締役（現任）
2018年６月 当社 社外取締役 監査等委員
2020年６月 同 社外取締役（現任）

0株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
大橋進氏は、複数の事業会社において物流業務に携わるとともに、取締役として経営に関与してこら
れました。また2008年からは物流コンサルティング会社を設立し、代表取締役として活動を行うな
ど、当社の主たる事業である物流関連及び会社経営について豊富な経験・知識を有しております。当
社がグローバルな事業経営を推進し企業価値の向上を目指すにあたり、かかる豊富な経験・知識に基
づき、社外取締役として業務執行から独立した客観的な立場から、適切に経営の監督機能を果たして
いただくことを期待し、候補者といたしました。なお、同氏の当社社外取締役の在任期間は本総会終
結の時をもって４年となります。
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（注）1. 各候補者と会社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 臼居賢氏は、当社の親会社であるアルプスアルパイン㈱の業務執行者でありました。過去10年間の
親会社における地位及び担当は、前記に記載のとおりです。

3. 大橋進氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。
4. 当社は大橋進氏との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の賠償責任の限度額
を法令に定める額まで限定する責任限定契約を締結しており、同氏が再任された場合は、同契約を継
続する予定であります。

5. 当社は、株式会社東京証券取引所に対し、大橋進氏を独立役員として届け出ており、同氏の再任が
承認された場合は、引き続き独立役員として届け出る予定であります。

6. 当社は、保険会社との間で取締役の全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており
ます。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）
に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補され
ることとなります。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行ったことに起因する被保
険者の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措
置を講じています。また、被保険者の保険料は当社が全額負担しております。各候補者が取締役に再
任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約は次回更新時においても同内容
での更新を予定しております。

「監査等委員会の意見」
監査等委員会は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の選任及び

報酬について、指名・報酬諮問委員会の議論を含めて確認を行いました。取締役の選任につい
ては、各候補者の当事業年度における業務執行状況及び業績、取締役会等の重要会議での発
言、経歴等を踏まえ、決定の手続は適正であり特段指摘すべき点はなく、取締役候補者として
適任と判断致します。また、取締役の報酬については、報酬体系、具体的な報酬額の算定方法
等を確認し、決定の手続は適正であり特段指摘すべき点はなく、報酬等の内容は妥当と判断い
たします。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名が任期満了となります。
つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。なお、当社は14頁～15頁記

載の「取締役選任基準」に基づき候補者を決定しております。候補者はこの基準に合致し、
当社取締役としてふさわしい資質を備えているものと判断いたしました。
また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

再任
１

中
なか
村
むら
邦
くに
彦
ひこ

1956年５月14日生

1980年４月 アルプス電気㈱（現アルプスアルパイン㈱）
入社

2009年 1 月 当社入社
2009年４月 同 人事総務部長
2013年７月 同 理事人事総務部長
2015年６月 同 取締役管理担当
2018年６月 同 取締役 監査等委員（現任）

14,600株

（取締役候補者とした理由）
中村邦彦氏は、これまで主に人事・総務に関する業務に従事し、海外駐在経験もあり、国内外におけ
る管理業務に対する知見を有しております。2015年からは取締役管理担当として、当社がグローバ
ルに物流ビジネスを拡大する中で、これに対応した管理体制の整備や、ガバナンス、コンプライアン
スの強化を図るなど、その職責を果たしてきました。これらの知見を活かし、監査等委員である取締
役（常勤）の職務を適切に遂行していただいているものと判断しており、引き続き候補者といたしま
した。
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

再任
社外
独立
２

西
にし
川
かわ
菜緒子
な お こ

1973年６月14日生

2007年６月 公認会計士登録
2007年７月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査

法人）入所
2014年４月 アーンスト・アンド・ヤングＬＬＰシンガポ

ール事務所 入所
2016年６月 西川公認会計士事務所設立（現任）
2016年10月 ジャパン・ビジネス・アシュアランス㈱所属

（現任）
2020年６月 当社社外取締役 監査等委員（現任）

0株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
西川菜緒子氏は、会計事務所における長年の会計監査経験と公認会計士として培われた専門的な知
識・経験と幅広い見識を有しております。同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、
これら会計に関する知見を活かし、監査等委員である社外取締役の職務を適切に遂行していただいて
いるものと判断しております。今後も引き続き社外取締役として、かかる会計の専門家としての豊富
な知識・経験に基づき、業務執行から独立した客観的な立場から財務・会計に関するリスクなどにつ
いての取締役に対する監査機能の充実の役割を果たしていただくことを期待し候補者といたしまし
た。なお、同氏の当社監査等委員である社外取締役の在任期間は本総会終結の時をもって２年となり
ます。

新任
社外
独立
３

植
うえ
田
だ
祥
よし
裕
ひろ

1959年５月11日生
2009年６月 ㈱キーエンス 取締役経営情報部長
2014年６月 同 常勤監査役
2015年10月 ㈱アシックス 執行役員グローバル経理財務

統括部長
2020年６月 ㈱大阪ソーダ 取締役上席執行役員管理本部

長兼広報部長
0株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
植田祥裕氏は、複数の事業会社において経理財務、経営管理業務に携わるとともに、取締役として経
営に関与してこられました。これらの豊富な経験・知識を当社の経営に反映していただくことによ
り、監査等委員である社外取締役の職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。人
事・労務、財務・会計、法務・リスク管理など幅広く経営管理全般に渡りガバナンス向上の役割を果
たしていただくことを期待し候補者といたしました。

（注）1. 各候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 西川菜緒子氏は、当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人に勤務経験がありますが、
2011年６月に退所、アーンスト・アンド・ヤングＬＬＰシンガポールは2015年10月に退所してお
ります。これらの法人に勤務中も当社及び当社グループ並びに親会社であるアルプスアルパイン㈱グ
ループの会計監査業務には一切関与しておらず、当社の社外取締役独立性基準に照らし、同氏は十分
に独立性を有しているものと判断しております。
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3. 西川菜緒子氏及び植田祥裕氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者で
あります。

4. 当社は、中村邦彦氏、西川菜緒子氏との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項
の賠償責任の限度額を法令に定める額まで限定する責任限定契約を締結しており、両氏が再任された
場合は同契約を継続する予定であります。また、新任の植田祥裕氏が選任された場合、同氏との間で
同契約を締結する予定であります。

5. 当社は、株式会社東京証券取引所に対し、西川菜緒子氏を独立役員として届け出ており、同氏の再
任が承認された場合は、引き続き独立役員として届け出る予定であります。また、新任の植田祥裕氏
につきましても、同氏の選任が承認された場合は、独立役員として届け出る予定であります。

6. 当社は、保険会社との間で中村邦彦氏、西川菜緒子氏を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を
締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為
を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費
用等が塡補されることとなります。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行ったこと
に起因する被保険者の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわ
れないように措置を講じています。また、被保険者の保険料は当社が全額負担しております。両氏が
取締役に再任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約は次回更新時におい
ても同内容での更新を予定しております。また、新任の植田祥裕氏が選任された場合、同氏との間で
同契約を締結する予定であります。
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第３号議案及び第４号議案が原案通り承認可決された場合の各取締役の専門性を発揮できる分野・経験

氏 名 企業経営 物流事業 営業・マー
ケティング

人事・労務
・人材開発

財務会計・
ファイナンス

法務・
リスク管理 ESG IT 海外駐在

経験（国名)

代 表 取 締 役
社長執行役員
臼居 賢

● ● ● ● 中国・
シンガポール

取 締 役
専務執行役員
下廣 克彦

●※ ● ● ● ● 中国・
ドイツ

社 外 取 締 役

大橋 進

独立
● ●

取 締 役
監 査 等 委 員
中村 邦彦

● ● 中国

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員
大野 澄子

独立
●

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員
西川 菜緒子

独立
● ● シンガポール

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員
植田 祥裕

独立
● ● ● ● 米国

（注）※は、当社グループ会社における社長経験者を示します。
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（ご参考）
取締役選任基準

＜社内・社外取締役共通＞
１．経営に関し客観的判断能力を有するとともに、経営判断能力、先見性、洞察力に優れてい
ること

２．遵法精神に富んでいること
３．人望、品格に優れ、高い倫理観を有していること
４．業務遂行上、健康面で支障のないこと

＜社外取締役＞
１．企業経営者としての実践経験を有すること、もしくは、経営の監督機能発揮に必要な特定
専門分野における実績と広範な見識を有すること

２．取締役として職務遂行を行うための十分な時間が確保できること
３．独立社外取締役については、以下の「社外取締役独立性基準」に照らして独立要件を満た
していること

＜社外取締役独立性基準＞
当社は、当社の社外取締役が以下の基準項目のいずれにも該当しない場合は、独立性を有し

ていると判断し、独立社外取締役とみなします。

１．当社及びその親会社・連結子会社・兄弟会社の出身者（注１)
２．当社の大株主（注２）
３．当社の主要な取引先（注３）企業等の業務執行者、または、当社の主要な借入先（注４）
企業等の業務執行者

４．当社の会計監査人である監査法人に所属する公認会計士
５．当社から多額（注５）の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、弁護士、司法書
士、税理士、弁理士等の専門家

６．当社から多額の寄付を受けている者（注６）
７．社外取締役の相互就任関係（注７）となる他の会社の業務執行者
８．近親者（注８）が上記１から７までのいずれかに該当する者（重要でない者を除く。）
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９．過去３年間において、上記２から８までのいずれかに該当していた者
10．前各項の定めにかかわらず、その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在す

ると認められる者

注１：現に所属している業務執行取締役、その他これらに準じる者及び使用人（以下、業務執行者という）及
び過去に一度でも当社及びその親会社・連結子会社・兄弟会社に所属したことがある業務執行者をい
う。

注２：大株主とは、直近事業年度末において自己又は他人の名義をもって議決権ベースで５％以上の保有株主
をいう。大株主が法人、組合等の団体の場合は、当該団体に所属の業務執行者をいう。

注３：主要な取引先とは、当社のサービス・商品等の販売先又は仕入先であって、その年間取引金額が当社又
は相手方の直近事業年度の連結売上高の２％を超えるものをいう。

注４：主要借入先とは、当社が借入を行っている金融機関でその借入金残高が直近事業年度末において当社又
は当該金融機関の連結総資産の２％を超える金融機関をいう。

注５：多額とは、当該専門家の役務提供への関与に応じて以下に定めるとおりとする。
（1）当該専門家が個人として当社に役務提供をしている場合は、当社から収受している対価（取締役報

酬を除く）が、年間１千万円を超えるときを多額という。
（2）当該専門家が所属する法人、組合等の団体が当社に役務提供をしている場合は当該団体が当社から

収受している対価の合計金額が、当該団体の年間総収入金額の２％を超えるときを多額という。た
だし、当該２％を超過しない場合であっても、当該専門家が直接関わっている役務提供の対価とし
て当該団体が収受している金額が年間１千万円を超えるときは多額とみなす。

注６：当社から年間１千万円を超える寄付を受けている者（法人、組合等の団体である場合は当該団体に所属
する者のうち、当該寄付に係わる活動に直接関与する者）をいう。

注７：当社の業務執行者が他の会社の社外取締役であり、かつ、当該他の会社の業務執行者が当社の社外取締
役である関係をいう。

注８：近親者とは、配偶者及び二親等内の親族をいう。

コーポレートガバナンス・ポリシー

当社は、株主、顧客、従業員及び地域社会等のステークホルダーに対する責任を果たすととも
に、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を目的とした、実効性あるコーポレートガバ
ナンスを実現してまいります。
本ポリシーは、取締役会がこれを定め、継続的かつ定期的に見直しを行い、企業価値向上のた

めのコーポレートガバナンスの充実と進化に取り組みます。
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第１章 総則

（コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方）
当社では、コーポレートガバナンスの定義を「企業価値を増大するため、経営層による適正か

つ効率的な意思決定と業務執行ならびにステークホルダーに対する迅速な結果報告及び健全かつ
効率的で透明性のある経営を実現する仕組みの構築・運用」としています。株主をはじめ、全て
のステークホルダーの利益最大化が重要と考え、企業価値の最大化を図り、かつステークホルダ
ー間の利益をバランスよく満たし、その利益を直接、間接的に還元することを基本としていま
す。

第２章 株主の権利・平等性の確保

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値創造を図るために、企業理念を「ものづくりを支
える最適物流を追求し、豊かな社会の実現に貢献します」と定め、これを具現化する「３つの経
営姿勢」を策定し、事業活動とサステナビリティを巡る課題への対応を一体化して進めるととも
に、全ての株主の実質的な権利を確保するために、さまざまなコミュニケーション活動を通じて
適切な情報提供をするなど、株主が円滑な権利行使を行えるよう、環境作りなどを行っていま
す。

１．株主総会
当社は、株主総会を株主との建設的な対話の場であるという認識の下、当社における最高意

思決定機関としており、全ての株主の意思を適切に反映させなければならないと考えていま
す。また、当社では、株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化を目的として、株主の権利行
使に係る環境整備を各種実施しており、自社ホームページなどで開示の「コーポレートガバナ
ンス報告書」にその施策を公表しています。
さらに、全ての株主の意向を確認し、今後の対話に反映させるため、株主総会終了後、賛否

要因を分析し、取締役会で議論しています。また、賛否結果については「臨時報告書」及び自
社ホームページにて開示しています。

２．株主の平等性の確保
株主権利の保護や、その権利行使の促進を図るとともに、全ての株主に対して、実質的な平

等性の確保に努めています。また、違法行為の差止めや代表訴訟提起に係る権利等を含む、会
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社法で少数株主に認められている権利について、株式取扱規則で権利行使方法を定め、かつ同
規則を自社ホームページに掲載することなどにより、その権利行使の円滑化及び権利行使を阻
害しない体制を構築しています。
① 株主総会において株主が適切な判断を行えるよう、必要に応じ適切な情報を提供するた
め、株主総会議案については、取締役会決議の後、速やかに当社ホームページ、東京証券
取引所ウェブサイトにて開示しています。

② 株主が総会議案を十分に検討する期間を確保できるよう、招集通知を法定期日より早期で
ある総会開催日の３週間前を目処に発送しています。また、発送前の開示も実施していま
す。

③ 株主総会が株主との建設的な対話を行う場であるという認識の下、より多くの株主が出席
できるよう、毎年、いわゆる集中日と予測される日より前倒した日程で、株主総会を開催
しています。

④ 株主が議決権行使を行いやすいよう、株式会社ＩＣＪが運営する「機関投資家向け議決権
電子行使プラットフォーム」の採用やインターネットによる議決権の行使ができるように
しています。また、当社ホームページや東京証券取引所ウェブサイトなどへ招集通知の英
文版の掲載を行っています。

⑤ 信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等から株主総会において自ら議決権の行使
等を行うことの事前申出があった場合、当社基本方針に基づいて、株主総会出席の対応を
決定しています。

３．資本政策
当社は中長期的な成長戦略と照らし合わせ、以下を考慮しつつ適正な資本水準を適宜見直し

ます。
① 急激な経営環境の変化や今後の予期せぬ経済恐慌などにも耐えうる財務体質を維持するこ
と

② グローバルに事業を展開するために必要な財務体質を維持すること
③ 中長期的な成長を持続するために必要な資本を確保すること

また、当社の配当政策は、安定的に配当を行うことを第一に、その水準の向上に努めること
としています。配当水準については、①株主への利益還元、②将来の成長に向けての投資、③
内部留保の３つのバランスを考慮して決定することを基本方針とし、業績の動向、財務体質、
株主の配当に対する期待などを総合的に勘案し決定しています。配当性向については概ね30
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％～40％の範囲になるよう株主還元の充実に努めてまいります。
なお、機動的な配当政策及び資本政策の遂行を可能にするため、定款上は、剰余金の配当等

を株主総会のみならず取締役会の決議のみによっても行い得るよう定めておりますが、現段階
では期末配当は原則として株主総会に諮ることとします。

４．政策保有株式
当社は、保有により当社の財務活動を円滑にすると判断した場合、及び事業戦略の遂行のた

めに必要と判断した場合、純投資目的以外の目的で株式を保有します。保有は、便益と資本コ
ストを意識して必要最低限とし、これを上回る株式については、適正な時期を判断し縮減して
いきます。保有の継続または売却等の判断は、銘柄毎に保有目的、中長期的な見通しなどを評
価基準として、毎年の取締役会において検証していきます。政策保有株式の議決権行使に関し
ては、議案の内容を検討し、中長期に、保有先企業の株式価値、ひいては当社の企業価値向上
につながるか判断した上で議決権を行使します。

５．関連当事者間の取引
当社では、取締役または取締役が実質的に支配する会社が、当社または当社の関係会社と取

引をする場合には、当該取引について取締役会で承認を得るべき旨を取締役会規則において定
めています。また、その他の関連当事者間取引についても、金額が多額に上るもの、または会
社の経営上・信用上相当の影響があるものについては、当該取引について取締役会で承認を得
るべき旨を取締役会規則において定めています。なお、支配株主（親会社）及び同グループ会
社との取引条件については、市場価格をベースとし、競争原理に基づいて、公正な価格で行っ
ています。

第３章 ステークホルダーとの適切な協働

当社は、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の創出において、さまざまなステークホルダ
ーとの適切な協働が必要だと考えています。当社では「３つの経営姿勢」を策定し、事業活動と
サステナビリティを巡る課題への対応活動を一体化して進め、当社を取り巻くさまざまなステー
クホルダーの期待に応えるために、取締役会・経営陣がリーダーシップを発揮しています。

① お客様との共栄
多様なニーズにお応えする最適物流の提案とサービスの提供を行います。お客様と強い信
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頼関係を築き、ベストパートナーとしてともに成長・発展を目指します。
② 物流価値の創造

電子部品で培った専門性やノウハウを活かし、高品質・高効率な物流サービスを追求しま
す。社員一人ひとりの力をさらに高め、新たな物流価値を創造し続けます。
③ 環境・社会と調和

グリーンロジスティクスを積極的に推進し、環境に配慮した取り組みを行います。社会の
一員としてルールを遵守し、安全・安心な物流サービスを提供し続けます。

１．中長期的な企業価値向上の基礎となる企業理念
当社は、「ものづくりを支える最適物流を追求し、豊かな社会の実現に貢献します」を企業

理念として、理想とすべき事業のあり方や、果たすべき社会的責任、人に賭ける思いなどを込
めて、様々なステークホルダーへの価値創造に配慮した経営を行いつつ中長期的な企業価値向
上のため、行動を推進しています。そして、以下の３つの行動指針を策定し、社員一人ひとり
が常に意識し行動するようにしています。
① 誠意：「まごころ」を込めて行動

私たちは、誠心誠意、お客様のための最適物流の実現を目指します。常にお客様の声に耳
を傾け、「まごころ」を込めて行動します。
② 快・速：快適にスピーディーに実行

私たちは、地球に優しく、お客様に「快適」な物流サービスを目指します。何ごとも「ス
ピーディー」に決定し、責任感を持ってやり遂げます。
③ 挑戦：高い目標にチャレンジ

私たちは、一人ひとりがプロ意識を持ち、レベルアップを目指します。個の力を合わせて
連携し、より「高い目標」にチャレンジします。

２．サステナビリティを巡る課題への対応
当社は、企業理念に基づく、経営姿勢及び行動規範に基づいた経営を行っています。サステ

ナビリティに関しては、グループ倫理規範を尊重し、CSR経営を推進しています。特に環境課
題、コンプライアンス課題は、重要な課題と位置づけています。社員の行動規範として、「コ
ンプライアンス規程」を定め、推進しています。また、天災、事故等の有事が経営に大きな影
響を及ぼすことを未然に防ぐこと、及び有事の際の適切な対応と早期復旧を重要な課題と認識
し、取り組んでいます。
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３．社内の多様性の確保
当社では、国籍や言語、文化慣習、性別などの異なる多様な社員が、お互いを理解し尊重し

ながら、いきいきと交流し、創造的で自立したプロフェッショナルとして成長することが、企
業力の源泉と考えています。女性の積極採用を継続推進している他、短時間勤務制度の導入な
どを行っており、今後とも、ワークライフバランスの促進や、キャリア形成支援など、各種施
策に取り組み、女性の活躍を促進していきます。

４．内部通報制度
当社では、現在、常勤監査等委員、社外監査等委員、内部監査部門長及び親会社のコンプラ

イアンス部門長を窓口とする倫理ホットライン制度を設置しています。倫理ホットライン規程
を制定し、通報者の秘密保持や不利益取扱いの禁止を明文化しています。また、管理部門を管
掌する取締役が倫理ホットライン制度の運用状況を監督し、定期的に取締役会に運用状況を報
告しています。

第４章 適切な情報開示

当社は、会社の財政状態・経営成績等の財務情報を、株主・投資家などのステークホルダーに
対して、決算短信や有価証券報告書、適時開示資料など、法令や規則で開示が義務付けられた情
報を含め当社ホームページなどで適時、適切な情報開示を行うことで、経営の公正と透明性を維
持しています。また、株主通信を年２回発行し、事業報告に加えてグローバルビジネスの拡充状
況などを紹介することで、当社の事業内容の理解が進むよう努めています。さらにアナリスト・
機関投資家・マスコミ向けの決算説明会の開催（年１回）等、マネジメントと市場参加者が直接
対話できる場の充実を図っています。
経営戦略・経営課題、リスクやガバナンスに係る情報、事業活動の最新ニュース等の非財務情

報については、当社ホームページなどで継続的な発信を行っています。

第５章 取締役会等の責務

１．取締役会及び取締役の役割
当社の取締役会は、経営の基本方針や中短期経営計画を含む経営に関する重要事項を審議・

決定するとともに、職務執行状況の監視・監督を行う機関と位置付けています。取締役会は月
１回の定例開催に加え、必要に応じて臨時開催を行い、重要事項を全て付議し、充分な討議を
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経た上で決議を行っています。また、社外取締役を選任し、取締役の職務執行の適法性を確保
するための牽制機能を持たせています。
物流事業を営む当社においては、担当執行役員を本社の各機能及び事業本部ごとに設置し、

執行責任の所在を明確にすることにより、迅速かつ的確な意思決定や職務執行を行っていま
す。また、取締役は、取締役会や執行役員会などを通じて執行役員の職務を監督することによ
り、実効性の高い監督機能が発揮できると考えています。
当社は執行役員制度を導入しており、事業、営業、経営企画、管理の機能別本部に加え、国

内、海外の事業担当制を敷き、取締役会から重要な業務執行の決定を委任された担当執行役員
が、当社及び各子会社の業態や規模に応じた効率的な業務執行を行うよう、取締役会が監督し
ています。また、執行役員会等において議論・審議を行い、迅速かつ的確な意思決定及び業務
執行を行います。

２．取締役会の構成
当社は、取締役会における経営の方針や重要事項の審議・決定及び各取締役の職務の執行状

況の監督を実効的に行うため、当社で定める選任基準に基づき、女性や、海外現地法人での業
務経験やグローバルビジネスに精通するなど、必要と考えられる能力・資質を有した者を取締
役として選任しています。また、監査等委員である取締役については、法律の専門家である弁
護士、財務・会計の専門家である公認会計士、当社の主要顧客が属する電子部品産業につい
て、豊富な知見等を有した者等を選任しています。

３．取締役候補者の選任基準
取締役候補者の選任基準を役員規則に規定し、次の条件を有する者を候補者として選任する

ものとします。

＜社内・社外取締役共通＞
① 経営に関し客観的判断能力を有するとともに、経営判断能力、先見性、洞察力に優れて
いること

② 遵法精神に富んでいること
③ 人望、品格に優れ、高い倫理観を有していること
④ 業務遂行上、健康面で支障のないこと
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＜社外取締役＞
① 企業経営者としての実践経験を有すること、もしくは、経営の監督機能発揮に必要な特
定専門分野における実績と広範な見識を有すること

② 取締役として職務遂行を行うための十分な時間が確保できること
③ 独立社外取締役については、当社「社外取締役独立性基準」に照らして独立要件を満た
していること

４．独立社外取締役の役割
当社の独立社外取締役は、適法性の確保に注力するとともに、全てのステークホルダーを念

頭に置き、取締役会で積極的な意見交換や助言を行い、経営陣の選・解任及び報酬、会社と経
営陣・支配株主等との間の利益相反の監督、その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営
監督の強化に努めています。また、定期的に当社拠点を訪問し、情報収集を行うとともに、監
査等委員と情報交換・意見交換を定期的に行い、実効性のある監督に努めています。

５．最高経営責任者の後継者の決定
中期的な取締役会の体制については、最高経営責任者後任を含めて、経営トップ及び管理担

当執行役員で、定期的に協議を行っており、具体的な取締役候補者は、取締役会にて決定して
います。加えて、取締役会での最高経営責任者の選定に先立ち、社外取締役を含む指名・報酬
諮問委員会にて審議を行うこととしています。

６．経営陣への委任
当社は、取締役会において決議を要する事項については、法令・定款で定められているもの

のほか、経営方針、中短期経営計画その他経営に関する重要事項についても、その項目、金額
基準等を設けて取締役会決議で判断・決定しており、当社ではこれらの付議基準及び各取締役
に委任する範囲について取締役会規則に定めています。

７．監査等委員及び監査等委員会の役割・責務等
当社の監査等委員（会）は、社外取締役監査等委員がその過半数を占める体制により、取締

役会から独立した客観的な立場から適切な判断をするように努めています。また、様々な知見
や豊富な経験をもった社外監査等委員と当社の事業に精通した社内監査等委員とが相互に連携
して監査を行うとともに、内部監査部門と連携を図り、取締役会やその他の重要な会議の場に
おいて、経営陣に対して意見を述べます。さらに、監査等委員の職務の補助者及び監査等委員
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会の事務局を置くこととし、当該業務を担う使用人については取締役（監査等委員である取締
役を除く。）からの独立性を確保します。

８．取締役の兼職について
取締役が他の上場会社の役員を兼職する場合には、当社の取締役としての役割・責務を適切

に果たすために必要な時間・労力を確保できる合理的な範囲に限り、所定の手続きを経て、取
締役会の承認をもって行うことができるものとし、重要な兼職の状況は、法令に基づき株主総
会参考書類及び事業報告などにおいて開示します。

９．内部統制
当社では、企業グループとしての内部統制の基本方針を取締役会で決議し、法務部門、内部

監査部門、人事総務部門、経理部門及び情報システム部門などの各主管部門が基本方針を受け
て具体的な内部統制の仕組みの整備及び運用を行っています。
重要な施策の決定や契約書の締結については、事前に管理部門を管掌する取締役の指揮・監

督の下に法務部門が適法性及び妥当性について確認しています。財務諸表の適正を確保するた
めの内部統制の有効性については、内部監査部門が統制状況を取りまとめています。また、全
社的なリスク管理（危機管理）は、経営企画部門及び人事総務部門が主管となって実施してい
ます。内部統制やリスク管理体制の監督については、各主管部門が部門業務監査を実施してい
るほか、社長直轄の内部監査部門による内部監査の形で実施しています。

10．会計監査人
当社の会計監査人は、情報開示の信頼性と株主・投資家に対する責務を担保するべく、高品

質な監査を行うための十分な監査時間を確保しており、また、管理部門を管掌する取締役、内
部監査部門及び監査等委員である取締役と、必要に応じ情報交換を行うことで相互の連携を深
めています。

11．取締役会の評価
取締役会による経営の監督の実効性及び適正性、ならびに自らの取締役としての職務の遂行

状況について、毎年自己評価等を実施しています。また、取締役会の機能の一層の向上を図る
ことを目的に、取締役会の実効性評価を第三者評価機関に依頼し、中立的・客観的な評価・検
証を行い、その結果の概要について開示するものとします。
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12．取締役に対するトレーニングの方針
当社は、取締役・監査等委員が期待される役割・責務を適切に果たすことができるよう、必

要な知識の習得や適切な更新により、研鑚に努めることができる機会を提供しています。具体
的には、年２回、役員研修会を開催し、社内外の状況を踏まえたテーマを取り上げ、知識習得
と意見交換を行っています。
また、監査等委員については、関係外部団体に加入するなどし、監査等委員監査に関する情

報収集、共有化に努めるとともに、必要に応じてセミナーや研修を受講しています。社外取締
役の就任に際しては、当社の事業内容、経営内容及び中短期の経営計画などを説明していま
す。

第６章 株主との対話

当社は、株主をはじめとする全てのステークホルダーの利益最大化が重要と考え、企業価値の
最大化を図り、かつステークホルダー間の利益をバランスよく満たし、その利益を直接、間接的
に還元することを基本としています。その考え方に基づき、当社では株主との平素からの対話を
重視しており、例えば、経営トップが決算説明会などにおいて、当社の経営状況を説明し、意見
交換などを実施しています。
社内における迅速かつ網羅的な情報収集体制を構築し、関連法規や証券取引所のルールに則っ

て、重要な会社情報について、開示の要否や内容、時期などの検討を行っています。なお、株主
からの対話（面談）については、株主の希望や関心事項などに応じて、経理・財務部門を管掌す
る執行役員や経営トップなどが面談対応を行い、マネジメントと市場参加者や株主が直接対話で
きる場の充実を図り、建設的かつ双方向的な対話を促進しています。株主との対話等により得ら
れた各種情報については、経理・財務部門を管掌する執行役員から定期的に経営トップや取締役
会への報告を行っています。
インサイダー情報を適切に管理するため、「インサイダー取引規制に関する規程」に基づき、

株主との公平な対話（面談）を含め、インサイダー情報の管理に努め、社内外への情報漏洩の防
止を図っています。
当社では、毎年３月末及び９月末における株主名簿を用い、株主名簿上の株主構造を把握し、

経理・財務部門を管掌する執行役員から取締役会へ定例的に報告し、社外取締役を含めた全取締
役間で情報を共有しています。
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取締役会実効性評価結果の概要

当社は、株主、顧客、従業員ならびに地域社会等のステークホルダーに対する責任を果たすと
ともに、持続的成長と中長期的な企業価値の向上を目的とした、実効性あるコーポレートガバナ
ンスを実現するため、コーポレートガバナンス・ポリシーを定めています。それに基づき、取締
役会の機能の一層の向上を図ることを目的に、取締役会の実効性評価を第三者評価機関に依頼
し、実施しましたので報告いたします。

１．分析・評価の方法
取締役会メンバーに対し、取締役会の構成、運営、議論、モニタリング機能、支援体制等に

ついてアンケートを行い、第三者評価機関により、実効性について、中立的・客観的に評価・
検証しました。この結果に基づき、管理部門を管掌する取締役が課題整理を行い、社外取締役
及び監査等委員会の確認を経て、取締役会での検証及び議論を行いました。

２．分析・評価結果の概要
当社は前事業年度より執行役員制度を導入し、取締役会が経営の監督機能に専念できるよう

体制強化を図りました。取締役会では、議論や審議、運営が適切かつ合理的に行われているこ
とが確認され、実効性が確保されていることが検証できました。前事業年度の評価において課
題となった、社外取締役とのコミュニケーションについては、社外取締役連絡会や執行役員と
の面談実施など改善が図られました。また、役員勉強会、外部研修の受講など取締役に求めら
れる知識習得機会の充実化を図りました。一方、株主・投資家との対話について、機会を増や
す必要があるとの意見や提案が寄せられ、具体的な施策の検討が必要であることを確認しまし
た。

３．今後の対応等
第三者評価機関による中立的・客観的な評価を継続して実施していくことにより、コーポレ

ートガバナンス・コードに沿った取締役会の運営により、プライム市場上場企業にふさわしい
ガバナンスならびに企業価値の向上に活かしてまいります。

以 上
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（添付書類）

事 業 報 告
（2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における世界経済は、依然として新型コロナウイルスの影響を大きく受け
ながらも、各国ともに感染状況を睨みながらの経済活動となりました。米国においては個人
消費や投資に支えられて堅調さを維持し、欧州では経済活動の制限が段階的に緩和され、景
気は回復へと向かいました。アセアンでも感染拡大による工場の操業制限などが発生しまし
たが徐々に回復に向かいました。中国では堅調な個人消費によって景気は上向き傾向となり
ましたが、一部地域でのロックダウンや企業の操業停止などの懸念材料が出ております。日
本国内においては、秋以降コロナウイルスの感染が一時的に縮小したもののその影響は依然
継続しておりサービス業が停滞しましたが、製造業は輸出を中心に堅調に推移しました。
当社の主要顧客である電子部品、車載電装品業界におきましては、旺盛な需要がある一

方、物流・サプライチェーンの混乱や半導体不足による生産調整を余儀なくされ、回復の制
約要因となりました。当物流業界においては、コンテナ不足やスペース不足による海上・航
空輸送の逼迫に伴い運賃高騰の状態が続きました。
このような事業環境下、当社はコロナウイルス感染拡大防止のために十分な対策を講じ、

世界各国において異なる規制に対応しながら、顧客のサプライチェーンの変化に対応すべ
く、サービスの向上に取り組みました。
３カ年の第４次中期経営計画最終年度の当期は、「成長軌道への回帰」を目標に、コロナ

ウイルスの影響による遅れはありましたが、次の戦略・施策を着実に推進してきました。
①ＧＴＢ（Get The Business / 市場と商品の拡大）：HUB拠点の機能拡充とネットワー
クの強化。車載・産機市場向け事業の拡充。市場・地域に適合した商品力強化。
②ＧＴＰ（Get The Profit / 間・直の生産性向上）：IT・自働化・TIEの進化と導入拡
大。資本効率重視の戦略投資。改善活動のレベルアップ。
③ＧＴＣ（Get The Confidence / 選ばれる会社）：従業員のスキルと満足度向上。QC
マインドの向上と品質保証体制の定着。ESGの取り組み強化。
当連結会計年度の業績は、売上高113,814百万円(前期比13.2％増)、営業利益6,021百万
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円(同27.4％増)、経常利益6,166百万円(同25.2％増)、親会社株主に帰属する当期純利益
3,598百万円(同24.1％増)となり、売上高、各段階利益いずれも過去最高を更新することが
できました。

［電子部品物流事業］
当事業の主要顧客である電子部品業界においては、IoT、５G、DXといった潮流の中で、

通信・情報機器向けの需要が増加しております。自動車関連でも電子化、EV化の流れの中
で、電子部品の需要が増加しました。一方、足元の半導体不足などに伴うメーカーの生産調
整もあり、十分な生産が困難な状況が断続的に発生しました。
当社では、前期に引き続き、地域（エリア）と市場・顧客の２つの軸で業容の拡大を図り

ました。エリア戦略としては日本や中国などの既存展開エリアにおける衛星拠点の整備、更
にインド・東欧などの拠点・ネットワークの整備に取り組んでおります。市場・顧客戦略に
ついては主力の電子部品メーカーや商社などの顧客に加え、自動車・産業機器関連の顧客の
拡大を目指しました。
当連結会計年度の業績は、国内、海外ともに保管、運送、輸出入の全事業において、売上

高が増加しました。また、生産性向上の取り組みとしては、国内幹線便ネットワークの再
編、保管事業におけるIT化の推進や入出庫業務の効率化などを図り、増収増益を確保するこ
とができました。
当事業の売上高は64,090百万円(前期比21.5％増)、営業利益は4,030百万円(同30.9％

増)となりました。

［商品販売事業］
商品販売事業では、電子部品に関連する包装資材・成形材料・電子デバイスの販売を行っ

ています。当社では、調達と物流を一元化した電子デバイスの調達代行の提案、物流改善を
意識した包装資材の提案を特長としております。
当連結会計年度におきましては、秋以降半導体不足などにより車載関連の生産停滞の影響

を受けましたが、前期に需要が落ち込んだ反動もあり、通信・情報機器向けで成形材料が中
国を中心に増加しました。また、包装資材も営業力を強化し、外販向けを中心に拡販を行
い、増収増益となりました。
当事業の売上高は22,489百万円(前期比6.2％増)、営業利益は743百万円(同61.1％増)と

なりました。
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［消費物流事業］
消費物流分野では、小売企業の宅配サービスや通販ビジネスの成長に伴って需要が拡大し

ている一方、ドライバーを始めとする人材確保・育成が、業界全体の課題となっています。
このような事業環境下、当社グループで消費物流を担う㈱流通サービスは、消費物流の川

上にあたる企業間物流の取り込み、メディカル・化粧品などの商品センター業務の拡大、生
協宅配ビジネスの拡大に取り組んでおります。
当連結会計年度においては、新規に稼働を開始したメディカル関連が寄与、また、コロナ

ウイルス長期化に伴う在宅生活様式の定着により通販・宅配需要は高水準の状態にありま
す。減価償却費や修繕費、燃料費などのコスト増加要因がありましたが、自働化による効率
化や労務費の削減などにも取り組んだ結果、増収増益となりました。
当事業の売上高は27,234百万円(前期比2.2％増)、営業利益は1,247百万円(同5.3％増)と

なりました。
事業区分 売上高 (前期比) 営業利益 (前期比)

電 子 部 品 物 流 事 業 64,090百万円（21.5％増） 4,030百万円（30.9％増）
商 品 販 売 事 業 22,489百万円（ 6.2％増） 743百万円（61.1％増）
消 費 物 流 事 業 27,234百万円（ 2.2％増） 1,247百万円（ 5.3％増）

計 113,814百万円（13.2％増） 6,021百万円（27.4％増）

（2）設備投資等及び資金調達の状況
当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は倉庫賃借を含め6,730百万円と

なりました。主な投資として、新倉庫建設を目的とした土地の取得1,148百万円、建設中の
建物などの建設仮勘定1,241百万円、建物及び構築物309百万円、オペレーション効率化の
ためのソフトウェア780百万円、また倉庫賃借などのリース資産に2,872百万円などの投資
を行いました。
なお、これらの投資は自己資金で賄いました。当連結会計年度末における借入金の残高

は、前期比126百万円減少し、3,045百万円となりました。

（3）対処すべき課題
［電子部品物流事業及び商品販売事業］
電子部品関連の事業につきましては、主要顧客が属する電子部品産業は、通信の５Ｇ関連

機器の普及や自動車の電子化の進行、AI、IoT、DXの実用化の進展などに伴うエレクトロニ
クス製品の需要拡大によって、今後も成長が予想されております。一方で、商品やマーケッ
トの変化に対応した生産地変更やサプライチェーンの強靭化・効率化が進んでおり、顧客の
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物流改革ニーズは高度化かつ多様化しております。
このような事業環境において、電子部品関連の事業をドメインとする当社及び国内外の子

会社では、2022年度より３カ年の第５次中期経営計画をスタートしました。中期基本方針
を「地球と社会にやさしく・最適物流の追求と進化」と定め、次の戦略・施策を推進し、グ
ローバルにビジネスの拡大を図っていきます。
①ＧＴＢ（Get The Business / 市場と商品の拡大）：ビジネス領域の拡大、グローバル
ネットワークの充実、協創・提携体制の拡充。
②ＧＴＰ（Get The Profit / 間・直の生産性向上）：省人化・自働化の推進、戦略投資
の拡大と確実な刈り取り、DXへチャレンジ。
③ＧＴＣ（Get The Confidence / サステナビリティの追求）：ESG対応の強化、安
全・高品質の維持確保、非財務資本の維持・強化。
目標とする経営指標として、中期・短期の経営計画で、事業別の売上高や営業利益などの

損益目標を定め、ＰＤＣＡのサイクルにより計画達成を図っております。グローバル成長の
度合いを測る指標として「外販比率（アルプスアルパイングループ以外の売上構成比率）」、
「海外売上比率」をKPIとしております。また、資本効率を意識した指標としてROE（自己資
本当期純利益率）の向上に取り組んでまいります。

［消費物流事業］
消費物流分野では、人々のライフスタイルの変化に新型コロナウイルスの影響もあいまっ

て、食品や日用品の個人宅配や通販の需要は一層高まっております。一方で、これに伴う貨
物量の増加や即日配送サービスの普及などによって、物流インフラへの負荷増、特にドライ
バーや倉庫作業員の人手不足、コストアップなどの深刻な状況が続いております。
このような事業環境において、㈱流通サービスにおきましても、2022年度より３カ年の

中期経営計画をスタートしています。事業の運営体制や営業体制の強化を図り、主要顧客で
ある生協向けビジネスの更なる拡大、シェアアップを図るとともに、「ＥＣ通販物流」の拡
販・強化を進めていきます。さらに、医薬品輸配送などの新たな領域の市場開拓も進めてい
きます。
また、業界課題である人手不足に対処すべく自働化の推進、働き方改革の推進などによっ

て定着率の向上を図り、人材の確保・育成につなげてまいります。

当社グループでは電子部品関連、消費関連それぞれの分野において、上記の戦略・重点施
策を着実に実行するとともに、サステナビリティに配慮した社会課題の解決に貢献し、更な
るグローバル成長を図り、企業価値向上に努めてまいります。
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（4）財産及び損益の状況の推移
期 別

区 分
2018年度
第55期

2019年度
第56期

2020年度
第57期

2021年度
第58期

(当連結会計年度)
売 上 高(百万円) 104,919 100,741 100,562 113,814
営 業 利 益(百万円) 4,722 4,118 4,725 6,021
経 常 利 益(百万円) 4,830 3,886 4,926 6,166
親会社株主に帰属
する当期純利益(百万円) 2,499 2,389 2,900 3,598

１株当たり当期純利益(円) 70.77 67.61 81.99 101.66
総 資 産(百万円) 75,604 78,452 84,699 92,020
純 資 産(百万円) 50,521 51,565 55,224 59,709

（5）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

アルプスアルパイン株式会社（同社の子会社を含む）は当社の株式を17,318千株（出
資比率48.9％）保有しており、実質支配力基準（注）により、当社の親会社に該当して
おります。
当社は同社グループに対し、貨物の運送、保管、輸出入関連の物流サービスの提供及び

包装資材、成形資材、電子デバイスの販売を行っています。
これらの取引については、市場価格をベースとし、競争原理に基づいて、公正な価格で

行っており、社外取締役のみで構成する取引審査委員会においても妥当性を審査しており
ます。当社取締役会は、同社グループとの取引が当社グループの利益を害するものではな
いと判断しております。
また、同社と締結している重要な財務および事業の方針に関する契約等の内容の概要は

以下のとおりです。当社は、同社と「アルプスアルパイングループの運営に関する契約
書」を締結しており、アルプスアルパイングループとしての運営体制や報告事項、当社の
経営の自主性等を定めております。当該契約は、上場会社である当社の経営の独立性を維
持しつつアルプスアルパイングループとして経営の相乗作用及び適正化を図ることによっ
て、経営資源の有効活用及び効率化並びに企業集団経営における公正性の確保を実現し、
両社それぞれの事業発展及び連結経営の収益力向上に資することを目的としており、当社
の経営上の重要事項については当社の判断で決定しております。
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なお、当社は取締役会の監督機能強化、ガバナンス向上を図るため、第58回定時株主
総会において、取締役会構成員に占める独立社外取締役の割合を過半数とする旨の取締役
選任議案を上程いたします。当該議案が原案通り承認可決された場合、実質支配力基準に
該当しなくなるため、同社は2022年６月30日をもって当社の親会社に該当しなくなるた
め、当社は同社の持分法適用会社となります。
今後も当社は経営の独立性を維持しつつ、アルプスアルパイングループに属しながら、

これまで培ってきた電子部品業界のニーズに合わせた「最適物流」をベースに、外販ビジ
ネスを含め業容の拡大を図ってまいります。当社と同社の事業における関係に変化はな
く、今後もグループ企業として連携を維持し、企業価値の向上に取り組んでまいります。

（注）ここでいう実質支配力基準とは、当社の議決権の総数に占めるアルプスアルパイン株式会社の所有する議決権の割合が
40％以上かつ50％以下であり、当社の取締役会の構成員の総数に占める、同社出身の役員、使用人又はこれらのいずれ
かであった者の割合が50％を超えていることです。
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② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

アルプス物流ファシリティーズ株式会社 30百万円 100.0％ 物 流 業
株式会社流通サービス 240百万円 71.4％ 物 流 業
株式会社アルプスロジコム 400百万円 60.0％ 持 株 会 社
ALPS LOGISTICS HONG KONG LTD. 7,000千香港ドル 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS（S）PTE.LTD. 1,000千シンガポールドル 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS（SHANGHAI) CO.,LTD. 66,222千中国元 ※ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS（GUANGDONG) CO.,LTD. 9,934千中国元 ※ 100.0％ 物 流 業
SHANGHAI ALPS LOGISTICS CO.,LTD. 8,081千中国元 ※ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS MEXICO, S.A.DE C.V. 5,366千メキシコペソ ※ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS TAIWAN CO.,LTD. 17,500千台湾ドル 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS KOREA CO.,LTD. 3,000百万韓国ウォン 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS（CHONGQING) CO.,LTD. 6,474千中国元 ※ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS EUROPE GmbH 250千ユーロ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS MEXICO EXPRESS, S.A. DE C.V. 12,500千メキシコペソ ※ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS INDIA PRIVATE LIMITED 208百万インドルピー ※ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS VIETNAM CO., LTD. 200億ベトナムドン 89.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS（USA), INC. 1,000千ＵＳドル 100.0％ 物 流 業
TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,LTD. 51,319千中国元 50.0％ 物 流 業
ALPS NAIGAI LOGISTICS（MALAYSIA) SDN.BHD. 2,200千マレーシアドル 50.0％ 物 流 業
DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO.,LTD. 19,864千中国元 50.0％ 物 流 業
TEDA ALPS LOGISTICS SHANGHAI CO., LTD. 2,000千中国元 ※ 100.0％ 物 流 業
ALPS LOGISTICS（THAILAND) CO.,LTD. 15,000千タイバーツ 49.0％ 物 流 業
ALPS LOGICOM INDIA PRIVATE LIMITED 110百万インドルピー ※ 100.0％ 物 流 業
ZHAOPU ELECTRONICS（SHANGHAI）INC. 20,857千中国元 ※ 100.0％ 物 流 業
TEDA ALPS LOGISTICS TIANJIN CUSTOMS CO., LTD. 500千中国元 ※ 100.0％ 物 流 業
（注）※印は子会社保有の出資比率を含んでいます。
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（6）主要な事業内容
当社グループの事業は、電子部品物流、商品販売、消費物流の３事業に区分されていま

す。各事業部門の主要な事業内容は次のとおりです。
事 業 区 分 事 業 内 容 売上高構成比

電子部品物流事業 電子部品の運送、保管、輸出入貨物取扱業務等のグローバル総合
物流サービス 56.3％

商 品 販 売 事 業 包装資材、成形材料及び電子デバイスの仕入販売 19.8％

消 費 物 流 事 業 食料品などの消費材の運送、保管、流通加工等の国内総合物流サ
ービス 23.9％

合 計 100.0％

（7）主要な事業所
① 当社
本 社 神奈川県横浜市港北区新羽町1756番地
営 業 所 北上営業所（岩手県北上市） 秋田営業所（秋田県にかほ市）

庄内営業所（山形県鶴岡市） 古川営業所（宮城県大崎市）
相馬営業所（福島県相馬郡） 小名浜営業所（福島県いわき市）
郡山営業所（福島県本宮市） 新潟営業所（新潟県長岡市）
金沢営業所（石川県金沢市） 加須営業所（埼玉県加須市）
高崎営業所（群馬県藤岡市） 松戸営業所（千葉県松戸市）
成田営業所（千葉県山武郡） 大井営業所（東京都大田区）
輸出入センター（東京都大田区） 横浜営業所（神奈川県横浜市）
長野営業所（長野県上伊那郡） 静岡営業所（静岡県袋井市）
名古屋営業所（愛知県春日井市） 瀬戸営業所（愛知県瀬戸市）
大阪営業所（大阪府茨木市） 福岡営業所（福岡県福岡市）
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② 子会社
国 内 アルプス物流ファシリティーズ株式会社 茨城県つくば市

株式会社流通サービス 埼玉県草加市
株式会社アルプスロジコム 神奈川県横浜市

海 外 DALIAN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD. 中国 遼寧省大連市
TIANJIN ALPS TEDA LOGISTICS CO., LTD. 中国 天津市
TEDA ALPS LOGISTICS TIANJIN CUSTOMS CO., LTD. 中国 天津市
ALPS LOGISTICS（SHANGHAI) CO., LTD. 中国 上海市
SHANGHAI ALPS LOGISTICS CO., LTD. 中国 上海市
TEDA ALPS LOGISTICS SHANGHAI CO., LTD. 中国 上海市
ALPS LOGISTICS（CHONGQING) CO., LTD. 中国 重慶市
ALPS LOGISTICS（GUANGDONG) CO., LTD. 中国 広東省東莞市
ZHAOPU ELECTRONICS (SHANGHAI) INC. 中国 上海市
ALPS LOGISTICS HONG KONG LTD. 香港 九龍
ALPS LOGISTICS KOREA CO.,LTD. 韓国 ソウル特別市
ALPS LOGISTICS TAIWAN CO.,LTD. 台湾 桃園市
ALPS LOGISTICS（THAILAND) CO., LTD. タイ バンコク
ALPS NAIGAI LOGISTICS（MALAYSIA) SDN.BHD. マレーシア ネグリセンビラン
ALPS LOGISTICS（S) PTE. LTD. シンガポール
ALPS LOGISTICS VIETNAM CO., LTD. ベトナム ハノイ
ALPS LOGISTICS INDIA PRIVATE LIMITED インド グルグラム
ALPS LOGICOM INDIA PRIVATE LIMITED インド グジャラート
ALPS LOGISTICS（USA), INC. アメリカ カリフォルニア
ALPS LOGISTICS MEXICO, S.A.DE C.V. メキシコ レイノサ
ALPS LOGISTICS MEXICO EXPRESS, S.A. DE C.V. メキシコ レイノサ
ALPS LOGISTICS EUROPE GmbH ドイツ ドルトムント
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（8）従業員の状況
① 企業集団の従業員数

事 業 区 分 従業員数(前期比)
電 子 部 品 物 流 事 業 3,026名 （ 4名増）
商 品 販 売 事 業 38名 （ 5名増）
消 費 物 流 事 業 2,661名 （ 28名減）
全 社（共 通） 159名 （ 増減無）

合 計 5,884名 （ 19名減）
（注）上記の他に、臨時社員3,389名が在籍しています。

② 当社の従業員数
従業員数（前期比）
931名（19名減）

（注）上記の他に、臨時社員802名が在籍しています。

（9）主要な借入先
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,000 百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 850
（注）企業集団の主要な借入先として、当社の借入先の状況を記載しています。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 70,000,000株
（2）発行済株式の総数 35,401,412株 （自己株式72,988株を除く）
（3）株主数 13,612名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
アルプスアルパイン株式会社 16,526 千株 46.7 ％
TDK株式会社 2,804 7.9
BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 2,685 7.6
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,142 3.2
アルパイン株式会社 792 2.2
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505012 570 1.6
AVI JAPAN OPPORTUNITY TRUST PLC 510 1.4
立花証券株式会社 400 1.1
BBH FOR FIDELITY GROUP TRUSTBENEFIT 379 1.1
アルプス物流社員持株会 377 1.1

（注）持株比率は、自己株式72,988株を控除して計算しています。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に対し交付した株式の状況
株 式 数 交付対象者

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く） 12,700株 4名
（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告40頁「（4）当事業年度に係る取締役の報酬等」に記載しております。
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３．会社の新株予約権に関する事項
当事業年度末日において当社役員が有する新株予約権に関する事項

株式会社アルプス物流
第１回 新株予約権

株式会社アルプス物流
第２回 新株予約権

発 行 決 議 の 日 2014年６月18日 2015年６月17日
新 株 予 約 権 の 数 71個 50個

保 有 者 数
取締役（監査等委員である取締役及
び非業務執行取締役を除く）

３名

取締役（監査等委員である取締役及
び非業務執行取締役を除く）

３名
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式 14,200株
（新株予約権１個につき200株)（注１）

普通株式 10,000株
（新株予約権１個につき200株)（注１）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 99,600円
（１株当たり498円）

新株予約権１個当たり 146,800円
（１株当たり734円）

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 200円
（１株当たり1円）

新株予約権１個当たり 200円
（１株当たり1円）

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 自 2014年７月24日
至 2054年７月23日

自 2015年７月23日
至 2055年７月22日

新株予約権の行使の条件 （注２、３） （注２、３）

株式会社アルプス物流
第３回 新株予約権

株式会社アルプス物流
第４回 新株予約権

発 行 決 議 の 日 2016年６月21日 2017年６月21日
新 株 予 約 権 の 数 238個 203個

保 有 者 数
取締役（監査等委員である取締役及
び非業務執行取締役を除く）

４名

取締役（監査等委員である取締役及
び非業務執行取締役を除く）

５名
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式 23,800株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式 20,300株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 50,000円
（１株当たり500円）

新株予約権１個当たり 70,900円
（１株当たり709円）

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 100円
（１株当たり1円）

新株予約権１個当たり 100円
（１株当たり1円）

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 自 2016年７月16日
至 2056年７月15日

自 2017年７月20日
至 2057年７月19日

新株予約権の行使の条件 （注２、３） （注２、３）
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株式会社アルプス物流
第５回 新株予約権

発 行 決 議 の 日 2018年６月20日
新 株 予 約 権 の 数 157個

保 有 者 数
取締役（監査等委員である取締役及
び非業務執行取締役を除く）

５名
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式 15,700株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 81,200円
（１株当たり812円）

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 100円
（１株当たり1円）

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 自 2018年７月21日
至 2058年７月20日

新株予約権の行使の条件 （注２、３）
（注）1. 2016年４月１日付で、普通株式１株に対し２株の割合で株式分割を行ったことにより、第１回及び第２回の新株予約権

につきまして、新株予約権１個当たりの株式数を100株から200株に調整しています。
2. 新株予約権は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の地位を喪失した日の翌日から10日間以内（10日目
が休日にあたる場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができます。

3. その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長執行役員 臼 居 賢
取締役専務執行役員 下 廣 克 彦 管理本部長、情報システム担当
取締役常務執行役員 吹 山 浩 司 事業本部長
取締役執行役員 氣 賀 洋一郎 管理本部副本部長、経営企画・経理・財務・ESG担当
取締役 大 橋 進 株式会社ロジスティクス・コンセプト 代表取締役
取締役
(常勤監査等委員) 中 村 邦 彦

取締役
(監査等委員) 大 山 高

取締役
(監査等委員) 大 野 澄 子 弁護士

取締役
(監査等委員) 西 川 菜緒子 公認会計士

（注）1. 取締役 大橋進氏及び監査等委員 大山高氏、大野澄子氏及び西川菜緒子氏は、社外取締役であります。当社は４氏を株
式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

2. 常勤監査等委員 中村邦彦氏及び監査等委員 西川菜緒子氏は、以下の通り、財務・会計に関する知見を有しております。
・常勤監査等委員 中村邦彦氏は、過去に当社の管理担当取締役の経験があります。
・監査等委員 西川菜緒子氏は公認会計士の資格を有しております。

3. 当社が常勤の監査等委員を選定している理由は、社内の重要な会議に出席するとともに、重要な情報収集及び報告の受
領等を日常的に行い、内部監査部門等との連携を図ることで、監査等委員会による監査・監督の実効性を高めるためで
あります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役である大橋進氏及び各監査等委員で

ある取締役との間において、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額としています。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行
為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る
損害賠償金や訴訟費用等が塡補されることとなります。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意
図的に違法行為を行ったことに起因する被保険者の損害等は補償対象外とすることにより、
役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じています。当該保険契約の対
象範囲は当社の取締役、執行役員並びに子会社の取締役、監査役及びこれらに相当する役員
であり、被保険者の保険料は当社が全額負担しております。

（4）当事業年度に係る取締役の報酬等
① 取締役の報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 人数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（監査等委員を除く） 147 96 37 12 5
（うち社外取締役） （9） （9） （―） （―） （1）

取 締 役
（監 査 等 委 員） 46 46 ― ― 4
（うち社外取締役） （28） （28） （―） （―） （3）
（注）1. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与及び賞与は含んでおりません。

2. 上記の支給額には、以下のものが含まれております。
・当事業年度における取締役（監査等委員を除く）４名に対する役員賞与の未払費用計上額37百万円。
・当事業年度における取締役（監査等委員を除く）４名に対する譲渡制限付株式12百万円。

3. 業績連動報酬等として取締役に対し賞与を支給しております。業績連動報酬等の額の算定の基礎として選定した業績指
標は、単年度の業績向上に向けた動機付けを図る観点から、電子部品物流事業及び商品販売事業を合算した営業利益率
及び親会社株主に帰属する当期純利益としており、かかる指標に基づき毎年の賞与支給額を決定しています。業績連動
報酬等の額の算定方法は、下記②「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項」（3）のとおりです。
なお、当事業年度の上記の指標の実績は、以下のとおりです。
・電子部品物流事業及び商品販売事業を合算した営業利益率：5.5％
・親会社株主に帰属する当期純利益：3,598百万円

4. 非金銭報酬等の内容は、譲渡制限付株式であり、割当ての際の条件等は、下記②「取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針に関する事項」（4）のとおりです。

② 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、役員報酬決定プロセスの透明化を図るとともに、短期及び中長期の業績との連

動性を重視した報酬体系により、役員の企業業績及び株価向上へ向けた行動を最大限に促
進し、グループ全体の永続的な企業価値の向上を狙いとして、取締役の個人別の報酬等の
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内容に係る決定方針として「役員報酬等の決定方針」を定めております。
「役員報酬等の決定方針」は、客観的かつ透明性の高い報酬制度とするため、社外取締

役が過半数を占める指名・報酬諮問委員会の答申を得た上で、取締役会決議により決定い
たしました。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が「役
員報酬等の決定方針」と整合していることを確認しており、かかる決定方針と沿うもので
あると判断しております。
「役員報酬等の決定方針」の内容の概要は以下のとおりです。

（1）報酬の種類と割合
役員の報酬は、原則として、職責に応じた固定報酬である「月額報酬」、短期業績連

動報酬である「賞与」、及び中長期の業績と連動する報酬である「譲渡制限付株式報酬」
をもって構成しています。但し、監査等委員である取締役、社外取締役及び非常勤の取
締役は、客観的立場に基づく当社の経営に対する監督及び助言の職責を鑑み、賞与及び
譲渡制限付株式報酬を支給せず、月額報酬のみとしています。
報酬額の水準は、外部専門機関の調査に基づく他社水準を参考に、適切な額を設定す

ることとし、また月額報酬・賞与・譲渡制限付株式報酬の構成比は、同じく外部専門機
関の調査に基づく他社水準を参考に、概ね７：２：１を目安としています。

（2）月額報酬について
月額報酬は職責に応じた固定報酬とし、役位ごとに定めています。

（3）賞与について
賞与は、役位ごとに定めた基準額に、当該年度電子部品物流事業及び商品販売事業を

合算した営業利益率及び親会社株主に帰属する当期純利益に応じて０～200％の範囲内
で変動する支給率を乗じて支給しています。また個々の役員に対する個人評価により、
支給額について±30％の変動をさせることがあります。

（4）譲渡制限付株式報酬について
譲渡制限付株式報酬は、譲渡制限付株式としての当社の普通株式の発行又は処分にか

かる取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終
値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値とし、１円未
満の端数は切り上げる。）を基礎として、当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に
有利な金額とならない範囲において、当社の取締役会が決定した１株当たりの払込金額
を基礎として、役位毎に定めた金銭報酬債権額を現物出資させ、かかる金銭報酬債権額
を１株当たりの払込金額で割ることで算出される数の譲渡制限付株式を割当てるもので
す。
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（5）報酬等の付与時期や条件に関する方針は次のとおりです。
・月額報酬は、毎月支給する。
・賞与は、毎年６月に支給する。
・譲渡制限付株式の払込みのための報酬は、譲渡制限付株式の割当て日に支給する。

③ 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の監査等委員以外の取締役の報酬等の額は、2016年６月21日開催の第52回定時

株主総会にて、年額３億円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）とする
旨、決議しています。当該定時株主総会終結時点の監査等委員以外の取締役の員数は８名
です。
また、2019年６月20日開催の第55回定時株主総会にて、取締役（社外取締役及び監

査等委員である取締役を除く。）に対する株式報酬として、上記報酬枠内にて、年
100,000株を上限とする譲渡制限付株式報酬を付与する旨を決議しています。当該定時
株主総会終結時点の監査等委員以外の取締役の員数は８名です。
監査等委員である取締役の報酬額は、2016年６月21日開催の第52回定時株主総会に

て、年額60百万円以内とする旨を決議しています。当該定時株主総会終結時点の監査等
委員である取締役の員数は４名（うち、社外取締役は３名）です。
④ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、監査等委員以外の取締役の個人別の報酬額の具体的な内容の決定につ
いては、取締役全員の同意をもって、株主総会が決定する監査等委員以外の取締役の報酬
総額の限度内で、指名・報酬諮問委員会にその決定を委ねることができることとしてお
り、これに基づき、監査等委員以外の取締役の個人別の報酬額の具体的な内容の決定を指
名・報酬諮問委員会に委ねております。なお、同委員会の構成員は、大野澄子氏（社外取
締役監査等委員および委員長）、臼居賢氏（代表取締役社長執行役員）、大橋進氏（社外取
締役）、中村邦彦氏（取締役監査等委員）、大山高氏（社外取締役監査等委員）、西川菜緒
子氏（社外取締役監査等委員）です。
指名・報酬諮問委員会に委任した理由は、委員長及び委員の過半数を社外取締役が占

め、また当社全体の業績等及び各取締役の成果や活動状況等を適切に把握しておりますの
で、公正かつ合理的に報酬の支給額を判断するのに適しているためです。
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（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者等の兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係
地 位 氏 名 兼 職 状 況 当社と当該他の法人等との関係
社外取締役 大 橋 進 株式会社ロジスティクス・コンセプト 代表取締役 特別の関係はありません。
社外取締役 大 野 澄 子 永沢総合法律事務所 特別の関係はありません。
社外取締役 西 川 菜緒子 西川公認会計士事務所 特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 大 橋 進

当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席し、主に物流事業及び会社
経営の豊富な経験に基づき発言を行っております。独立社外取締役とし
て、取締役会及びその他の機会においても豊富な知見に基づくアドバイ
スを行っており、業務執行から独立した客観的な立場からの経営の監督
という期待される役割を適切に果たしております。

社外取締役
（監査等委員） 大 山 高

当事業年度開催の取締役会16回の全てに、また、監査等委員会14回の
全てに出席し、必要に応じて、主に電子産業の調査等で培われた見識、
経験に基づき発言を行っており、事業に関するリスクなどについての取
締役に対する監査機能の充実という独立社外監査等委員に期待される役
割を適切に果たしております。

社外取締役
（監査等委員） 大 野 澄 子

当事業年度開催の取締役会16回の全てに、また、監査等委員会14回の
全てに出席し、必要に応じて、主に弁護士としての専門的見地からの発
言を行っており、法務に関するリスクなどについての取締役に対する監
査機能の充実という独立社外監査等委員に期待される役割を適切に果た
しております。

社外取締役
（監査等委員） 西 川 菜緒子

当事業年度開催の取締役会16回の全てに、また、監査等委員会14回の
全てに出席し、必要に応じて、主に公認会計士としての専門的見地から
発言を行っており、会計に関するリスクなどについての取締役に対する
監査機能の充実という独立社外監査等委員に期待される役割を適切に果
たしております。
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５．会計監査人の状況
（1）当社の会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 49百万円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 68百万円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対す

る報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的に区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載して
おります。

2. 当社の子会社25社のうち17社は、当社の会計監査人以外の監査法人の法定監査を受けております。
3. 監査等委員会は、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で、会計監査人の監査計画の内
容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切であると
判断したため、会計監査人の報酬等の額に同意しております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。また、会計監査
人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出す
る会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制に関する事項
（1）内部統制システムについての基本的な考え方とその整備状況

当社は、アルプスアルパイン株式会社を中心とする企業グループの一員として、グループ
創業の精神（社訓）をグループ経営の原点と位置付け、アルプスアルパイングループ倫理規
範を尊重し、当社のコンプライアンスについての基本理念と行動指針を定めて当社及び当社
子会社に展開します。これを踏まえて、当社が業務の適正を確保するための体制として取締
役会において決議した基本方針及び当該体制の運用状況の概要は、次のとおりです。

① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の法令及び定款適合性を確保するための体制
1）当社は、法令の趣旨や社会の要請、企業倫理に基づいて公正な経営を目指し、良識と
責任ある行動をとるため、コンプライアンスの基本理念と行動指針を宣言するととも
に、その具体的内容を明確にした社内規程を定めます。

2）当社は、利害関係のない独立した社外取締役が出席する取締役会において経営方針や
重要事項を審議・決定し、また各取締役及び執行役員の職務執行状況の監督を行うた
め、当社取締役会規則に決議事項及び報告事項の具体的内容・基準を明確に定めると
ともに、このような審議・決定及び監督を行うための能力・資質を有した者が取締役
として株主総会で選任されるよう取締役候補者の選任基準を設定します。

3）当社は、取締役会決議の適法性を担保するため、上程される議案の適法性に関する確
認制度を整備します。

4）当社は、健全な企業風土を醸成するため、役員及び従業員に対してコンプライアンス
教育を実施します。

5）当社は、子会社の取締役及び従業員の法令及び定款適合性を確保するための体制とし
て、子会社の経営に関する指導・管理を行う制度を整備します。また、当社は、子会
社の状況等に応じてコンプライアンスに関する体制の構築とその活動を支援します。

【運用状況の概要】
・当社は、アルプスアルパイングループ倫理規範を尊重し、当社倫理規程などの各種規
程を制定し、社内教育等によりコンプライアンスの浸透を図っています。また、子会
社に対して経営指導・管理を行うとともに、コンプライアンスに関する活動を支援し
ています。
・取締役については、選任基準に基づいて候補者を選定し、株主総会に提案していま
す。
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・当事業年度は取締役会を16回開催し、付議内容・基準を定めた取締役会規則に基づ
き、重要事項につき審議決定するとともに、各取締役及び執行役員から業務執行の報
告を受けました。また、取締役会決議の適法性を担保するため、管理部門を管掌する
取締役の指揮のもと、法務部門及び経理部門による上程議案の事前確認も行っていま
す。

② 当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理並びに当社の子会社の取締役等の職
務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
1）当社は、取締役会の意思決定に至る過程及び意思決定に基づく執行に関する情報の取
扱いを明確にした社内規程を定めます。

2）当社は、各部門が保管する情報・保存方法・閲覧の権限等を社内規程に定め、情報の
保存等に関する環境を整備します。

3）当社は、当社子会社の取締役等の職務の執行に関する当社への報告に関し、各社の役
割・機能等を踏まえた報告制度を整備します。

【運用状況の概要】
・当社では、取締役会規則を定め、議事録の作成・保管その他取締役会の運営等を明確
にするとともに、情報管理規程、文書管理規程、電子情報管理規程に基づき、情報の
管理を行っています。また、当社子会社は、関係会社管理規程に基づき、各社の執行
状況等について当社に報告しています。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1）当社は、グループ全体のリスクの統括的管理及び情報の共有化を図るため、リスク管
理に関する社内規程を定め、種々のリスクに関する管理・報告の体制を整備します。

2）当社は、当社子会社に関連する一定のリスクについて当社への事前協議及び報告体制
を整備します。また、当社のリスク管理に関する規程に準拠して各社で体制を整備さ
せるとともに、その状況に応じて必要となる支援を行います。

【運用状況の概要】
・当社は、危機管理規程、危機管理マニュアルを定め、種々のリスクに関する管理・報
告体制の整備・運用をしています。
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・当社子会社に対しては、各社の規模や業態に応じたリスク管理体制を整備させるとと
もに、危機管理規程に基づき、当社に対しリスクに関する協議・報告を行っていま
す。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
1）当社は、機能別本部に加え、事業担当制を導入し、それぞれに担当執行役員を設置し
て執行責任の所在を明確にするとともに、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体
制を構築します。

2）当社は、取締役会において中短期経営計画を審議・決定し、各取締役及び執行役員
は、その計画に定める目標達成のために行動するとともに、進捗状況を取締役会にお
いて報告します。

3）当社は、当社グループ全体の基本方針・戦略に基づいて、効率的な業務執行を確保す
るための体制を構築します。また、各社の状況等に応じて経営・業務の指導及び業績
の管理を行う制度を整備します。

【運用状況の概要】
・当社では、事業、営業、経営企画、管理の機能別本部に加え、国内、海外の事業担当
制を敷き、それぞれに担当執行役員を設置して責任を明確にした上で、適正かつ効率
的に職務を遂行しています。
・当社では、３年毎に中期経営計画、また毎年、短期経営計画を策定しており、半期毎
に予算審議会を開催し、計画の進捗管理や見直しを行い、取締役会にてこれらの計画
の審議・決定を行っています。各担当執行役員は、担当分野における計画の進捗状況
を取締役会にて毎月報告を行っています。
・当社は、子会社についても３年毎に中期経営計画、また毎年、短期経営計画を策定
し、同計画は当社取締役会にて審議・決定しています。また、関係会社管理規程に基
づき、各子会社の業態や規模に応じた効率的な業務執行を行えるよう指導、監督をし
ています。
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⑤ 当社ならびにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制
1）当社は、当社グループのコンプライアンスに関する基本理念と行動指針を定めて当社
及び当社子会社に展開し、当社グループにおける共通の価値観としてこれを共有しま
す。

2）当社は、当社グループ内での取引、またアルプスアルパイングループ各社と当社グル
ープの取引の価格について、適正な基準を設定します。

3）当社は、取締役会の諮問機関として社外取締役で構成する取引審査委員会を設置し、
支配株主であるアルプスアルパイングループ各社との取引の適正性を審査していま
す。

4）当社は、企業倫理や社内規程及び法令に係る違反の防止、早期発見及びその是正を図
るため、当社及び当社子会社において内部通報制度 （倫理ホットライン）（以下「倫
理ホットライン」と言います。）を設置し、通報窓口を定期的に周知します。

5）当社の内部監査部門は当社及び子会社の経営・事業にかかる活動全般について監査を
行い、当該内部監査の結果を代表取締役社長執行役員、取締役会、監査等委員会及び
会計監査人に報告します。

6）当社の監査等委員会は、当社子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けます。

【運用状況の概要】
・当社は、当社グループ内での取引、またアルプスアルパイングループ各社と当社グル
ープの取引について、一般顧客と同様に、市場価格をベースとし、競争原理に基づい
て公正な価格で行っています。
・社外取締役で構成する取引審査委員会を定期的に開催し、アルプスアルパイングルー
プ各社と当社グループの取引について審査を行い、適正な取引であることを確認して
います。
・当社は、内部通報制度として倫理ホットライン制度を設置し、職場に通報窓口を記載
したポスターを掲示し社内へ周知しています。また、月に一度発行される社報におい
ても通報先を記載して周知しています。倫理ホットラインの運用状況については、管
理部門を管掌する取締役が確認を行い、定期的に取締役会に報告しています。
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・内部監査部門は、年次の内部監査計画に基づき、当社及び子会社の経営・事業にかか
る活動全般を監査しています。内部監査の結果は、監査終了後に代表取締役社長執行
役員、取締役会、監査等委員会及び会計監査人に報告しています。
・当社の監査等委員は、定期的に国内子会社の社長等と面談を行っている他、海外子会
社の社長等とは往査時や、予算審議会などの場を利用して面談、情報交換を行ってい
ます。

⑥ 監査等委員会の職務を補助する使用人に関する事項
当社は、監査等委員の職務を補助するスタッフを監査等委員会室に配置しています。

⑦ 当社の監査等委員会補助スタッフの取締役からの独立性及び当該補助者に対する指示の
実効性の確保に関する事項
1）監査等委員会補助スタッフは、監査等委員会の指揮命令に従うものとします。
2）当社は、監査等委員会の同意の下において監査等委員会補助スタッフの人事異動及び
人事考課を実施します。

【運用状況の概要】
・当社では、監査等委員会の職務を補助する部署として監査等委員会室を設け、監査等
委員会補助スタッフを配置しています。監査等委員会補助スタッフは、監査等委員会
の指揮命令に従い、人事異動・考課は常勤監査等委員の同意を得て実施しています。

⑧ 当社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制
1）当社は、重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項につ
いて、取締役による監査等委員会への報告体制を整備します。

2）当社は、重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要事項につ
いて、従業員が倫理ホットラインの窓口への通報を通じて、直接または間接的に監査
等委員会に報告できる体制を整備します。

【運用状況の概要】
・当社では、取締役が重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重
要事項を把握、認識した場合には、随時、取締役が常勤監査等委員に報告できる環境
を整備しています。また、従業員が重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼす
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おそれの重要事項を把握、認識した場合には、常勤監査等委員、社外取締役である監
査等委員、内部監査室長を窓口とする倫理ホットラインに通報、相談することができ
る体制を整備、運用しています。

⑨ 当社の子会社の取締役、監査役、使用人等またはこれらの者から報告を受けた者が当社
の監査等委員会に報告をするための体制
1）当社は、当社の子会社で発生した重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすお
それのある重要事項について、当該子会社の取締役・監査役が直接、または当社の担
当取締役等を通して当社の監査等委員会に報告できる体制を整備します。

2）当社は、当社の子会社の従業員が倫理ホットラインの窓口への通報を通じて直接また
は間接的に当社の監査等委員会に報告できる体制を整備します。

【運用状況の概要】
・当社では、国内子会社で発生した重大な内部不正行為や会社に著しい損害を及ぼすお
それのある重要事項について、当該子会社の取締役・監査役・従業員が直接または間
接的に当社監査等委員会に報告できる体制として、常勤監査等委員、社外取締役であ
る監査等委員を窓口とする倫理ホットライン制度を設置、運営しています。また、主
要な海外子会社には内部通報制度を設置し、その従業員が利用できるように整備して
おり、さらに海外拠点責任者による不法行為等については、当社の倫理ホットライン
窓口へ通報できるよう周知を行い、内部通報制度の補強も行っています。

⑩ 監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
当社は、当社の従業員等及び当社の子会社の取締役、監査役、従業員等が監査等委員会

に対して報告・通報をしたことを理由とした不利益な取扱いを禁止することを社内規程に
定めます。

【運用状況の概要】
・当社は、倫理ホットライン規程により、当社の従業員等及び当社の子会社の取締役、
監査役、従業員等が倫理ホットラインに対して報告・通報をしたことを理由とする不
利益な取扱いを禁止しています。
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⑪ 当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の
当該職務の執行について
1）当社は、監査等委員会の監査に関する費用について、監査等委員会で立案した監査計
画に基づいた適切な額の予算を確保し、実際に支出する費用を前払または償還しま
す。

2）当社は、監査等委員会が緊急または臨時に支出する費用について、監査等委員会から
の請求に基づいて前払または償還します。

【運用状況の概要】
・当社では、監査等委員会の監査に関する費用は、監査計画に基づく予算を確保し、実
際に支出する費用を前払または償還しています。なお、当事業年度において、監査等
委員会から緊急または臨時に支出する費用の請求は受けておりません。

⑫ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する体制
1）監査等委員は、取締役会に加え予算審議会等の重要な社内会議に出席できる他、取締
役や幹部従業員と定期及び随時に会合を行えることとします。

2）監査等委員会は、監査の実施上必要な場合には、外部の専門家を使用できることとし
ます。

3）監査等委員会は、内部監査部門及び会計監査人と緊密な連携を図れるようにするため
に、定期及び随時に会合を行えることとします。

【運用状況の概要】
・監査等委員は、取締役会や予算審議会等の重要な会議に出席する他、取締役及び執行
役員や幹部従業員と定期及び随時に会合を行っています。
・監査等委員会監査基準で外部の専門家を使用できることを明記しています。
・監査等委員会は、内部監査部門や会計監査人と監査等結果報告会を定期的に開催して
います。また、内部監査部門とは毎月の会合やグループ監査等委員会連絡会などを定
期及び随時に開催し、情報や課題を共有しています。
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⑬ 財務報告の適正を確保するための体制
当社は、内部統制の整備・運用状況を業務の自己点検や独立部門による評価を通じて確

認した上で、財務報告の信頼性に係る内部統制の有効性について内部統制報告書に開示し
ます。

（2）反社会的勢力排除について
当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関

係を持たず、更にそれらからの要求を断固拒否する方針を堅持します。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様への利益還元を重要な政策と位置付けており、安定的に配当を行うこと

を第一に、その水準の向上に努めてまいります。配当の水準につきましては、①株主への利益
配分、②将来の成長に向けての投資、③内部留保のバランスを考慮して決定することとしてお
ります。また、配当性向については概ね30％～40％の範囲になるよう株主還元の充実に努め
てまいります。
当期の期末配当につきましては、この方針のもと、１株当たり17円とする案を第58回定時

株主総会に上程いたします。中間配当を含め年間では１株当たり30円となります。
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連結貸借対照表
（2022年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 45,101 流 動 負 債 22,943
現 金 及 び 預 金 22,745 営 業 未 払 金 11,525
受取手形及び営業未収金 17,691 短 期 借 入 金 2,056
商 品 2,152 リ ー ス 債 務 1,903
貯 蔵 品 59 未 払 法 人 税 等 1,183
そ の 他 2,471 賞 与 引 当 金 1,777
貸 倒 引 当 金 △ 18 未 払 費 用 2,141

固 定 資 産 46,919 そ の 他 2,355
有 形 固 定 資 産 40,208 固 定 負 債 9,367
建物及び構築物 11,760 長 期 借 入 金 988
機械装置及び運搬具 1,467 リ ー ス 債 務 5,856
工具、器具及び備品 493 役員退職慰労引当金 33
土 地 17,966 退職給付に係る負債 1,767
リ ー ス 資 産 7,021 そ の 他 721
建 設 仮 勘 定 1,497 負 債 合 計 32,311

無 形 固 定 資 産 3,871 （純 資 産 の 部）
投 資 そ の 他 の 資 産 2,839 株 主 資 本 51,389
投 資 有 価 証 券 122 資 本 金 2,349
繰 延 税 金 資 産 1,192 資 本 剰 余 金 1,999
そ の 他 1,525 利 益 剰 余 金 47,092
貸 倒 引 当 金 △ 1 自 己 株 式 △ 50

その他の包括利益累計額 1,719
その他有価証券評価差額金 7
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,862
退職給付に係る調整累計額 △ 150

新 株 予 約 権 53
非 支 配 株 主 持 分 6,547
純 資 産 合 計 59,709

資 産 合 計 92,020 負 債 ・ 純 資 産 合 計 92,020
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連結損益計算書
（自
至

2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 113,814
売 上 原 価 100,421
売 上 総 利 益 13,393
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,372
営 業 利 益 6,021
営 業 外 収 益
受 取 利 息 61
受 取 配 当 金 4
為 替 差 益 175
補 助 金 収 入 55
そ の 他 163 461
営 業 外 費 用
支 払 利 息 241
そ の 他 75 316
経 常 利 益 6,166
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 9 9
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 53 53
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,123
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,914
法 人 税 等 調 整 額 △36 1,878
当 期 純 利 益 4,245
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 646
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,598
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（参考情報）
連結損益及び包括利益計算書（監査対象外)

（自
至

2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 113,814
売 上 原 価 100,421
売 上 総 利 益 13,393
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,372
営 業 利 益 6,021
営 業 外 収 益
受 取 利 息 61
受 取 配 当 金 4
為 替 差 益 175
補 助 金 収 入 55
そ の 他 163 461
営 業 外 費 用
支 払 利 息 241
そ の 他 75 316
経 常 利 益 6,166
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 9 9
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 53 53
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,123
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,914
法 人 税 等 調 整 額 △36 1,878
当 期 純 利 益 4,245
（内訳）
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,598
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 646

2022年05月19日 15時33分 $FOLDER; 56ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

― 56 ―

科 目 金 額
そ の 他 の 包 括 利 益
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 13
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,634
退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 △59
そ の 他 の 包 括 利 益 合 計 1,587
包 括 利 益 5,832
（内訳）
親 会 社 株 主 に 係 る 包 括 利 益 4,750
非 支 配 株 主 に 係 る 包 括 利 益 1,082
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 20,474 流 動 負 債 13,172
現 金 及 び 預 金 6,665 営 業 未 払 金 7,307
受 取 手 形 683 短 期 借 入 金 1,850
営 業 未 収 金 8,075 未 払 金 1,685
商 品 1,137 未 払 費 用 571
貯 蔵 品 29 未 払 法 人 税 等 656
前 払 費 用 224 預 り 金 206
そ の 他 3,659 賞 与 引 当 金 809
貸 倒 引 当 金 △ 1 そ の 他 85

固 定 資 産 33,134 固 定 負 債 1,147
有 形 固 定 資 産 24,476 長 期 借 入 金 900
建 物 6,182 退 職 給 付 引 当 金 172
構 築 物 258 資 産 除 去 債 務 66
機 械 及 び 装 置 573 そ の 他 8
車 両 運 搬 具 206 負 債 合 計 14,319
工具、器具及び備品 172 （純 資 産 の 部）
土 地 15,629 株 主 資 本 39,229
建 設 仮 勘 定 1,453 資 本 金 2,349

無 形 固 定 資 産 3,246 資 本 剰 余 金 2,038
ソ フ ト ウ ェ ア 3,216 資 本 準 備 金 2,029
そ の 他 29 その他資本剰余金 8

投 資 そ の 他 の 資 産 5,411 利 益 剰 余 金 34,893
投 資 有 価 証 券 122 利 益 準 備 金 307
関 係 会 社 株 式 2,722 その他利益剰余金 34,585
関 係 会社出資金 1,382 別 途 積 立 金 14,350
関係会社長期貸付金 269 繰 越利益剰余金 20,235
繰 延 税 金 資 産 528 自 己 株 式 △ 50
そ の 他 386 評 価 ･ 換 算 差 額 等 7
貸 倒 引 当 金 △ 0 その他有価証券評価差額金 7

新 株 予 約 権 53
純 資 産 合 計 39,290

資 産 合 計 53,609 負 債 ・ 純 資 産 合 計 53,609
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損 益 計 算 書
（自
至

2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 48,955
売 上 原 価 41,938
売 上 総 利 益 7,017
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,538
営 業 利 益 2,478
営 業 外 収 益
受 取 利 息 61
受 取 配 当 金 944
為 替 差 益 313
受 取 手 数 料 92
雑 収 入 55 1,468
営 業 外 費 用
支 払 利 息 11
雑 支 出 6 17
経 常 利 益 3,929
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0 0
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 43 43
税 引 前 当 期 純 利 益 3,887
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,018
法 人 税 等 調 整 額 8 1,026
当 期 純 利 益 2,860
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

株式会社アルプス物流
取締役会 御中

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 山 喜 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 脇 野 守

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アルプス物流の2021年４月１日から

2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社アルプス物流及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

株式会社アルプス物流
取締役会 御中

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 山 喜 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 脇 野 守

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アルプス物流の2021年４月１日

から2022年３月31日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第58期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき、以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について子会社を含む取締役、執
行役員及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役、執行役員及びＥＹ新日本有限責任監査法人等か

ら当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会規則及び監査等委員会監査等基準に準拠し、当期の監査の方針、
職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、取締役会その他重要な会議に出席し（オン
ライン形式含む）、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び財
産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り（オンライン形式含む）、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び
その理由については、社外取締役で構成する取引審査委員会の審査結果を確認するとともに、取締
役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検
討事項については、会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制
を含め、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さ
ないように留意した事項並びに当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判
断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

2022年05月19日 15時33分 $FOLDER; 64ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

― 64 ―

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2022年５月24日

株式会社 アルプス物流 監査等委員会
監 査 等 委 員 大 野 澄 子 ㊞
常勤監査等委員 中 村 邦 彦 ㊞
監 査 等 委 員 大 山 高 ㊞
監 査 等 委 員 西 川 菜緒子 ㊞

（注）監査等委員 大野 澄子、大山 高、西川 菜緒子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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至あざみ野

至横浜

東海道新幹線至小田原 至東京

環状２号線

至小机

至菊名

横浜
アリーナ

出口3A

出口3B

＜交通機関のご案内＞
JR「新横浜」駅
横浜線（北口）から徒歩２分
東海道新幹線（東口または西口）から徒歩２分

横浜市営地下鉄「新横浜」駅
（出口3Aまたは3B）から徒歩２分
◎会場へのお車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

（※改札口を出られましたら、横浜アリーナ方面出口へとお向かいください。）

JR横浜線

JR新横浜駅

横浜アリーナ
方面出口

会場
新横浜プリンスホテル

１階フロア詳細図
エスカレーターにて３階へお上がりください

エレベーター

新横浜プリンスペペ店舗

新横浜プリンスホテル

入口

入口

新横浜
方面

正面
入口

フロント

エスカレーター

化粧室

横
浜
市
営
地
下
鉄
新
横
浜
駅

［株主総会会場ご案内図］
会場：新横浜プリンスホテル３階「ファンタジア」

神奈川県横浜市港北区新横浜３丁目４番地
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